
1．緒　言

新型コロナウイルス（COVID-19）は2020年3月11
日世界保健機構（WHO） によりパンデミック（世界
的流行）宣言を表明され（World Health Organization 
2020a），9月4日現在，世界の感染者数が2,600万人を
超える人類史上初の猛威のウイルスである（World 
Health Organization 2020b）。罹患すると発熱，呼吸
器症状，頭痛，倦怠感，嗅覚・味覚の障害などの症状
がみられ，高齢者や基礎疾患（心血管疾患，糖尿病，
慢性呼吸器疾患など）を持った者は重症化のリスクが
あるとしている（日本医師会2020a，日本医師会
2020b）。

日本国内では2020年1月16日に最初の感染者が確
認され，同年4月7日までの全国の新規感染者数が
3,906人，そのうち死亡者数は80人 （厚生労働省 健康
局結核感染症課2020b），愛知県の新規感染者数は260
人に達した （愛知県 感染症対策局2020a）。そのため，
厚生労働省 新型コロナウイルス感染症対策本部によ
る「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針

（2020）」に基づき，国民は基本的な感染予防の実施，
不要不急の外出自粛，三つの密を避けた行動などが要
請された他，感染拡大の抑制と医療提供体制の確保の
ため小中学校や高等学校等の一斉臨時休校，娯楽施設
の閉鎖，飲食店の営業時間短縮などの要請，企業のテ
レワークや時差出勤の推奨がなされ，これまでの日常

生活が一変した。内閣府は2020年4月7日に東京，神
奈川，埼玉，千葉，大阪，兵庫，福岡の7都府県に緊
急事態宣言を発出し（内閣官房2020b），同年4月16
日に同時に蔓延が進んでいる北海道，茨城県，石川県，
岐阜県，愛知県，京都府を加えた13都道府県を感染
拡大防止の取組を重点的に進める「特別警戒都道府県」
と指定し，5月14日まで全都道府県に対し緊急事態措
置をとった。ただし，京都府，大阪府，兵庫県は5月
21日まで，5都道県（北海道，東京都，神奈川県，埼
玉県，千葉県）は5月25日までこの措置の解除が延長
された（内閣官房2020c，内閣官房2020d）。第1波（1
月16日～ 5月31日）に確認された全国の新規感染者
数が16,851人，死亡者数は891人となり（厚生労働省 
 健康局結核感染症課2020c），愛知県の新規感染者数
は511人に達した（愛知県 感染症対策局2020a）。

なお，愛知県は4月10日～ 5月末まで独自の緊急事
態宣言を発出し（愛知県2020a），5月19日に運動施設
の一部，ホテル・旅館（床面積1000平方メートル超）
の集会の用に供する部分，5月22日には遊興施設の一
部，スポーツジム以外運動施設，遊技施設について休
業等協力要請を段階的に緩和した（愛知県 2020b）。

6月1日～ 18日には先の5都道県を除き移動の自粛
要請が一部解除され，同月19日以降は移動自粛要請
が全面的に解除された（内閣官房2020a）。その結果，
愛知県では活動範囲が広いとされる20 ～ 30代の感染
者数が前述の511人中148人（29.0％）にとどまり，
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第1波は4月25日に概ね収束した（筒井・黒木・盛本・
木田・山本 投稿中）。

しかし，著しい経済悪化のため旅行需要の標準化に
向けた取組として，Go Toトラベル事業が令和2年7
月22日から令和3年3月15日まで実施され（国土交通
省観光庁2020），その利用客数は8月20日までで約
420万人と推定される程である（国土交通省2020）。
その結果，観光地の一つである沖縄県では7月以降，
県内全域が感染蔓延期を示す警戒レベル4（渡航自粛，
休業要請，学校の臨時休校）に達し，8月1日緊急事
態宣言が発出され，不要不急の外出自粛やテレワーク
の積極的な導入，一部地域への休業要請などを求めた

（沖縄県2020）。なお，愛知県は再び8月6日～ 25日ま
で独自の緊急事態宣言を発出し，第2波の感染防止対
策として不要不急の行動自粛の要請，お盆休み期間中
の帰省の検討などを要請した（愛知県 感染症対策局
2020b）。第2波（6月1日～ 8月31日）の新規感染者
数は全国46,270人（死亡者数305人）（厚生労働省 健
康局結核感染症課2020d），愛知県3,771人であり（愛
知県 感染症対策局2020b），いずれも第1波に対して
総感染者数は全国約2.7倍，愛知県約7.4倍となった。

このような感染流行期において，文部科学省は第1
波では3月24日小中学校や高等学校などに学校再開ガ
イドライン（文部科学省2020）を示し，手洗い・咳
エチケットなどの基本的な感染症対策及び学校医や学
校薬剤師等と連携した保健管理体制の整備など，万全
の感染症対策を講じて教育活動を行うよう呼びかけ
た。また，学校行事は意義や必要性を確認して，開催
の時期や時間，場所，開催方法等について各学校の実
態に応じ適切に判断するよう求めた（文部科学省 初
等中等教育局2020b）。5月15日には「学びの保障」
の方向性を通知し（文部科学省初等中等教育局
2020c），学校全体で地域の状況や児童生徒一人一人の
状況を把握し，教科等横断的な視点で児童生徒の学校
生活の充実を図る他，各自治体や国がその取組を最大
限支援して子どもたちの活動の学びを保障するよう求
めた。

さらに，9月3日「学校における新型コロナウイル
ス感染症に関する衛生管理マニュアル（文部科学省 
初等中等教育局2020e）」を提示し，第1波では子ども
の行動は地域の感染拡大に影響しないと考え，生活圏
ごとの蔓延状況を踏まえ判断していくことが重要であ
るとしたが，第2波においては児童生徒等だけでなく
教職員等の生活圏における蔓延状況による判断が重要
であるとした。また，衛生管理について児童生徒自ら
留意するよう指導することが必要で，基本的な感染防
止対策として身体的距離の確保（最低1ｍ），マスク
着用などの「新しい生活様式」に学校を含めた社会全
体が移行することが不可欠であるとした。

これまで「教育の情報化に関する手引」（文部科学

省 初等中等教育局2010），「第2期教育振興基本計画」
（文部科学省 生涯学習政策局2013），「教育の情報化加
速化プラン」（文部科学省 生涯学習政策局2016）等に
おいて情報教育及び教科指導におけるICT活用が言
及された。授業内容の充実や事前事後の学習効果の向
上を目的とした教材開発が推進され，筒井・綱木（2018）
は味噌汁を題材とした教材を開発・活用し，示範とは
異なった教育効果が得られる可能性があると述べてい
る。文部科学省は新型コロナウイルスの感染拡大の防
止措置のため，3月24日「令和2年度における大学等
の授業の開始等について（通知）」（文部科学省 高等
教育局2020a）において遠隔授業時の留意事項を示し，
4月23日にはICTの積極的な利活用を推奨している

（文部科学省 初等中等教育局2020d）。
これまで，インフルエンザ流行期について葛本

（2012）が学級休業措置は欠席率を下げるとともに感
染を広げないために有効であると報告し，災害後の授
業対応（文部科学省2018）については安全な学習ス
ペースの確保や校舎の使用計画を立て，教育活動を継
続させるよう求められているが，新型コロナウイルス
感染症流行期のように全国一斉休校時の授業対応に関
する報告例はほとんどない。本研究では第1波ピーク
の3月上旬に，大学生を対象とした前期授業実施にむ
けたアンケート調査を実施するとともに，第1波後の
小中学校や高等学校の新型コロナウイルス感染症流行
に関連する自己欠席の事例や学校の対応について調
べ，感染予防と学びの保障ができる授業形態の在り方
について考察し，第3波にむけた新型コロナ感染症流
行期における学校運営や授業形態などの対応対策の一
助にしたい。

2．調査方法

2.1大学の授業形態に関するアンケート調査
前期授業の開始時期及び授業形態が提示されていな

かった2020年3月6日～ 9日，新型コロナウイルス感
染症流行期（第1波）に大学生が前期授業に対してど
のような不安を抱えているか把握するため，教育学部
の大学1年生39人を対象にgoogle formを利用して
webアンケート調査を実施した。質問項目は前期授業
の実施方法やeラーニングに関する以下の計13項目と
した。①前期授業への新型コロナウイルスの影響の不
安，②不安要因，③新型コロナウイルス感染予防のた
めの調理実習Ⅱの調理体制，④調理実習Ⅱの履修者と
して授業中に安全面で協力できること，⑤調理実習Ⅱ
の食材入手予定先，⑥スーパーマーケットで食材購入
時どう感じるか，⑦新型コロナウイルスの感染症によ
る調理実習Ⅱの長期欠席時の対応，⑧調理実習Ⅱを出
来る限り座学にしてほしいか，⑨eラーニング（まな
びネット）の利用状況，⑩eラーニングへの興味，⑪
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eラーニングに興味がある理由，⑫eラーニングに興
味がない理由，⑬オンライン会話（Skype，Zoom，
Microsoft Teams等）の利用状況。対象者39人の住ま
いは愛知県30人，名古屋市9人である。

2.2小中学校や高等学校の授業形態や自己欠席の現状
に関する調査

 緊急事態宣言解除後の神戸市，さいたま市，名古屋
市の小中学校及び高等学校の授業形態と，新型コロナ
ウイルスへの感染不安から自主的に学校を欠席する児
童生徒の存在やそれに対する学校の対応について各自
治体の教育委員会（神戸市教育委員会2020b，さいた
ま市教育委員会2020a，名古屋市2020b）や新聞記事
など（神戸市2020，東京新聞2020，中日新聞2020）
から調査し，新型コロナウイルス感染症流行期におけ
る学校の授業形態の在り方について考察した。

3．結果と考察

3.1大学の授業形態に関するアンケート調査の結果
表1－1及び表1－2 に大学の授業実施，表2にオン

ライン学習に関するアンケート調査の結果を示した。
①前期授業への新型コロナウイルスの影響に対する不
安を問うと，回答者39人中「心配していない」を選ん
だ者が16人（41.0％）であった（表1－1）。山下（2011）
は新型インフルエンザ流行の初期段階では29歳以下の

者は40，50歳代などの年齢層より極端に不安度が低い
と述べ，本調査においても同様に調査時の3月上旬で
は感染収束は容易であると予測した者は少なくなかっ
た。しかし，「とても不安である」又は「不安である」
を選んだ計23人において，②前期授業への不安要因と
して「日常生活がいつ平穏になるか」が複数回答数 47
のうち5人（10.6％）おり，新型コロナウイルスの感染
拡大の未知性に対する恐怖の現れも見られた。

調理実習Ⅱに関する問いでは，③望ましい調理体制
について「自宅で各自調理し，メールで課題を提出す
る」を選んだ者が39人中19人（48.7％）と最も多く（表
1－1），新型コロナウイルス感染症への対策を取るべ
きであると事前に考えた者が約半数いた。文部科学省
は2020年3月26日に小中学校や高等学校の家庭科 調
理実習の実施を年度後半に移動させるよう指示し（文
部科学省 初等中等教育局2020a），9月3日時点でも体
育の体育館での実施，音楽の合唱や管楽器演奏と同様
に調理実習を通常の授業形態で行うことが難しい状況
にあった（文部科学省 初等中等教育局2020e）。また，
④安全面で協力できる点は，複数回答数137のうち「体
調変化を受け止めて欠席を検討する」が31人（22.6％）
と最も多く，次いで「調理時はマスクや手袋を着用す
る」30人（21.9％），「毎日数回検温して，記録する」
26人（19.0％）となった（表1－1）。調査時の3月上旬，
既に厚生労働省は37.5℃以上程度の発熱が4日継続さ
れた場合，新型コロナウイルス感染の可能性があると
提示しており（厚生労働省 健康局結核感染症課
2020a），マスクの着用や検温の記録が励行できるとす
る者が回答者39人に対してそれぞれ約70％存在した。
工藤・河野・木戸・兒玉・藤田（2014）はインフルエ
ンザの予防対策として大学生は手洗いの励行率は約
70％であったが，うがい，マスク着用，人ごみを避ける，
の3項目は励行者数が半数に満たなかったと述べてい
る。しかし，調査当時，本研究の対象者は新型コロナ
ウイルス感染症に対する予防意識は高かった。調査時
はマスクの入手が困難な時期であったため，⑤実習の
食材入手予定先，⑥スーパーマーケットで購入時にど
のように感じるか，それぞれ問うと，前者に対して

「スーパーマーケット」が29人（74.4％），「インターネッ
ト」は8人（20.5％）となった（表1－2）。新型コロナ
ウイルス感染拡大の中でも，食材は手に取って鮮度や
品質を確かめられるのが望ましいと判断した者が多
かった。伊藤（2014）は首都圏在住の2人以上世帯の
女性においては，ネット利用者はネットスーパーで購
入する野菜の鮮度や安全性を評価し，50歳代は買い物
に対する負荷軽減意識が高いと述べている。しかし，
本対象者は愛知県在住の大学生で，一人暮らしを除き，
家計を考慮して家族の調理をしている者が少ないこ
と，これまで実習の毎に事前に食材を購入してきた経
緯などから，スーパーマーケットを選択した者が多く

表 1－ 1　アンケート調査の結果（授業の実施）
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なった。 ⑥スーパーマーケットで食材を購入する際に
は複数回答数59のうち「スーパー関係者が感染してい
ないか」が18人（30.5％）と最も多かった（表1－2）。

⑦新型コロナウイルスの感染症による長期欠席時の
対応については「課題対応」を希望する者が39人中
29人（74.4％）と最も多かった（表1－2）。　

⑧調理実習Ⅱの授業形態については「色々工夫しな
がら調理したい」15人（38.5％），「状況が落ち着いて
から，集中で調理したい」6人（15.4％），「座学にな
るなら履修しない」4人（10.3％）となり（表1－2），
新型コロナウイルス感染症の初期流行時は約65％が
対面の調理実習を希望していた。しかし，「座学の検
討をして欲しい」が10人（25.6％）存在しており，オ
ンライン授業の実施に関する選択肢があれば，ある程
度の割合の者が希望する可能性があると推察された。

次に，オンライン学習に関する調査結果について考
察する（表2）。eラーニングとはコンピュータやイン
ターネット等のIT技術を活用して行う学習のことで，
コンピュータやネットワークさえあれば時間や場所を
選ばずに学習でき，個々の学習者の能力に合わせて学
習内容や進行状況を設定できる等の利点がある（文部
科学省 研究振興局2010）。⑨eラーニング（まなびネッ
ト）の利用状況は回答者39人中「利用できるが，得
意ではない」が31人（79.5％）と最も多く，「内容を
理解しているが，利用したことはない」及び「名前だ
け知っている」は計6人（15.4％）となり（表2），eラー
ニングの利用頻度が低いことがうかがえる。⑩eラー

ニングへの興味とその理由については回答者39人中
21人（53.8％）が「興味がない」又は「全く興味がない」
を選び，興味がある者（計18人）より多かった（表2）。
⑪eラーニングに興味がある理由について前述の計18
人の複数回答数35のうち「どこでも出来るから」14
人（40.0％），「いつでも出来るから」8人（22.9％）と
なり，登校せず受講できるため，学習時間の設定に融
通が利くことを利点に感じる者が多かった（表2）。
一方，「自分のペースで課題を進められるから」，「繰
り返し復習できるから」を選んだ者もおり，対面授業
のように受講者全体の進度に合わせることなく，自分
の学習理解度に応じて進め，分かりにくい箇所を重点
的に復習できるからと考えられた。秋山・寺本・小薗

（2006）は，平成13 ～ 15年度の調査からオンライン
授業の方が対面授業に比べ学習しやすいと感じる大学
生が約75％を占め，その主な要因として「都合のい
い時間に受講できる」「自宅でも受講できる」「自分の
ペースでできる」等を挙げている。本調査の対象者に
おいても利用時間や場所の制限がないeラーニング特
有の利便性に期待する者が多かった。

一方，⑫eラーニングに興味がない理由については
⑩の「興味がない」「全く興味がない」を選択した計
21人の複数回答数36のうち「使い方やシステムが分
かりにくいから」が15人（41.7％）となり（表2），こ
れまでオンライン授業の経験がなく戸惑っている学生
が多いと考えられる。安達・中尾・北原・加藤・風間

（2011）は大学初年次生の情報スキルと情報技術に対
する意識を調査し，情報スキル得点と期待度・不安度・
意欲度の関係を分析している。情報スキル得点が低い
者は高い者と比べて有意に不安度が高く，授業への不
安感を助長する要因として情報スキルの習熟度が影響
する可能性があると述べている。本調査の対象者は1
年前期に情報科目（必修科目）を受講しているが，情
報スキルが十分に修得できずにeラーニングに対する
不安があり，関心度が低い者が多くなった可能性があ
る。令和元年版 情報通信白書（総務省2019）より20
代のインターネット利用率は95％以上であるが，若
者世代においてスマートフォンによる利用がパソコン
よりも多いことが関与していると推察された。 また，
｢自主性に任せられ，課題があまり進まないから｣が6
人（16.7％），｢一人で課題を進めると内容を理解しに
くい｣が4人（11.1％）おり，学校での対面授業と異
なり教師や他人の目もないため，集中力を持続するこ
とが難しいと考えられる。⑬オンライン会話（Skype，
Zoom等）の利用状況については39 人中「名前だけ知っ
ている」が20人（51.3％），「初めて聞いた」は8人

（20.5％），「内容を理解しているが，利用したことは
ない」は4人（10.3％）となり，約80%の者が利用経
験が一度もなかった（表2）。

文部科学省の「新型コロナウイルス感染症対策に関

 

表 1－ 2　アンケート調査の結果（授業の実施）
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する大学等の対応状況について」の調査によると4月
23日時点で，大学等804校のうち713校（88.7％）にお
いて対面授業の開始時期が延期され，793校（98.7％） 
が遠隔授業を実施する又は実施を検討する方針を取っ
た（文部科学省 高等教育局2020b）。7月1日時点では
大学等1,069校のうち対面授業と遠隔授業の併用が642
校（60.1％），感染拡大防止に配慮しながら対面授業の
みが173校（16.2％），遠隔授業のみは254校（23.8％）
となった（文部科学省 高等教育局2020c）。本学では前
期授業の開始日が5月7日に延期し，授業形態は 原則，
遠隔授業となった。日本調理科学会の調査（2020）で
は前期の調理学実習（n＝68）の授業形態は対面授業
と遠隔授業の併用（57％），遠隔授業（30％），対面授
業（13％）の順に高かったと報告されているが，教育
課程やその地域の感染レベルにあった適切な対応が必
要である。また，動画配信をした教員が63％を占めて
いたことから，新型コロナウイルス感染症流行により，
これまでのように事前事後学習としての教材開発とは

異なる位置づけとしての利用が求められている。しかし，
前述のようにオンライン学習に対して大学生の苦手意
識がある中で緊急性に応じて遠隔授業を実施しており，
全科目において教育効果が対面授業に匹敵していたか，
学生自身にどれだけ満足度があったか否かは不明であ
る。また，新型コロナウイルス感染症流行期にともなう
自粛や新しい生活様式の導入にともない不安や困難を
より強く感じる大学生に対してメンタルヘルスケアが十
分できていたかは分からない。後期も引き続き，1,060
校のうち849校（80.1％）が遠隔授業（対面授業と併用）
を実施する予定であるため（文部科学省 高等教育局
2020d），オンライン学習でも満足できる授業の質を維
持し，学生が孤独や不安を感じることなく安心して学
習できる精神的な支援が必要であると考える。

3.2小中学校や高等学校の授業形態と自己欠席
全国の緊急事態宣言の解除直後，さいたま市，神戸

市は2020年6月1日に学校を再開し，15日から通常授

表 2　アンケート調査の結果（オンライン学習）
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業を開始した（さいたま市教育委員会2020a，神戸市
教育委員会2020b）。名古屋市では全校6月1日に再開
しており，通常授業は小中学校が4日から，高等学校
は各校において段階的に実施された（名古屋市
2020b）。なお，愛知県はこれよりも早い5月25日に
再開，6月1日には通常授業を開始した。しかし，感
染に対する不安から自主的に欠席をする児童生徒も存
在する（神戸市2020，東京新聞2020，中日新聞
2020）。文部科学省は保護者から感染不安のため欠席
の相談があった場合，感染経路不明の患者が急増して
いる地域，感染の可能性が高まっていると保護者が考
える，合理的な理由があると校長が判断する場合には

「出席停止・忌引等の日数」として記録し，欠席扱い
にしないことも可能としている（文部科学省 初等中
等教育局2020e）。

神戸市は学校再開の6月1日（一部2日），1週間後
の6月8日（一部9日），通常授業開始の6月15日の3回，
新型コロナウイルス感染に対する不安から欠席した児
童生徒数の調査を行った。その結果，6月1日（一部2
日）に小学校153人，中学校36人，高等学校6人，特
別支援学校38人の欠席があり，6月8日（一部9日）
は順に131人，34人，7人，29人，6月15日は順に67人，
20人，6人，19人となった（神戸市2020）。いずれの
学校種も徐々に欠席者人数は減少したが，神戸市はこ
れらの児童生徒に対し家庭訪問や電話連絡により丁寧
な学習指導や生活支援を行い，欠席扱いとするか検討
を行うとしている（神戸市2020）。

さいたま市では通常授業が再開された6月15日～ 7
月20日，同様の理由から26日間で少なくとも1日以
上欠席した児童生徒が440人おり，そのうち1日も登
校していない児童生徒は48人であった（東京新聞
2020）。同市は，児童生徒本人が感染あるいは濃厚接
触者となった場合，発熱や風邪の症状等から自宅休養
する場合，基礎疾患等があり予防措置として欠席の旨
の申し出があった場合などには出席停止として扱うと
している（さいたま市教育委員会2020b）。また，出
席停止の児童生徒に対して，さいたま市Web学習コ
ンテンツ『スタディエッセンス』を活用したデジタル
授業，学習プリントの配布や「学び」のサポートへの
取り組みなどの配慮を行うとしている（さいたま市教
育委員会2020b）。しかし，感染不安から欠席してい
る児童生徒に対する具体的配慮については示されてお
らず，対処方法は各学校の判断に委ねられていると考
えられる。

さらに，名古屋市は夏休み（7月21日～ 8月16日）
が明けて授業が再開した市立の小中学校及び高等学校
で，新型コロナウイルスの感染不安や高齢者の同居に
よる家庭の重症化リスクを理由に欠席した児童生徒数
を調査している（中日新聞2020）。小中学校では8月
19日～ 21日，高等学校では8月24日～ 28日に実施し，

それぞれの集計は小学校1,709人，中学校435人，高
等学校51人であった（中日新聞2020）。小中学校にお
ける調査期間は神戸市と等しかったが，この期間に自
己欠席をした名古屋市の児童生徒数の割合は約0.9 ～
1.4％を示し（名古屋市2020a，中日新聞2020），神戸
市の約0.3 ～ 0.5％（神戸市2020，神戸市教育委員会
2020a）よりも高かった。名古屋市の調査が愛知県独
自の緊急事態宣言の発出時期と重なった結果，感染を
恐れ欠席した児童生徒数が多くなったと推察される。

いずれの市も自己欠席の割合は大変低いが，感染に
対する不安から欠席した児童生徒数がこれだけ存在し
たことから，他県においても感染の不安から欠席して
いる児童生徒が複数存在すると推察される。そのよう
な児童生徒の学びを保障するためにも，安心して登校
できるよう感染防止対策の徹底化，オンライン授業の
導入などを検討することが重要である。例えば，寝屋
川市では学習場所（教室または自宅）を選択できる選
択登校制を採用し（寝屋川市教育委員会2020a），感
染不安で休む場合も欠席とはせず，教室での授業のラ
イブ配信の視聴や配布した学習課題とともに，学習の
進歩状況等について電話連絡等により，きめ細やかな
対策を実施している（寝屋川市教育委員会2020b）。

しかし，インターネット利用率が低い小中学生（総
務省2019）に対しパソコンやタブレット端末などの
情報通信機器を用いて効果的な遠隔授業を実施するこ
とは容易ではないと考えられる他，インターネット環
境が整っていない家庭への配慮も必要である。

現在，新型コロナウイルス感染症流行の次のステー
ジに向けて一人一人が継続的に予防や対策を取る必要
性 があり，教育機関においては学校種や教育課程など
に応じた授業形態の変容が切に求められている。また，
このような危機的状況下においては実験実習用の教材
開発は急務で，授業形態に応じた活用の仕方も検討す
る必要がある。

4．要　約

新型コロナウイルス感染症流行期（第1波）の2020
年3月上旬に愛知県在住の大学生を対象に，前期の調
理実習Ⅱの希望する授業形態やeラーニングの利用実
態や関心度についてアンケート調査を行った。感染拡
大の影響をうけ，不透明さから不安感を強く感じたり，
自宅調理を望んだりする他，利用経験の不足からオン
ライン学習への関心度が低い者が多いことが明らかに
なった。多くの大学で遠隔授業が実施される中，小中
学校や高等学校では対面での授業が再開したが，さい
たま市，神戸市，名古屋市では感染への不安から自主
的に欠席する児童生徒が存在していた。継続的な感染
予防とともに，学習者の特性や環境に合った多様な対
応を検討しながら授業形態を工夫する必要がある。
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